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発行者情報  

【表紙】  

【公表書類】 発行者情報 

【公表日】 2022年９月29日 

【発行者の名称】 株式会社ハンズ 

（Hands Co.,Ltd.） 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 長島 宏 

【本店の所在の場所】 東京都渋谷区渋谷一丁目１５番８号  

 

【電話番号】 03-5778-9188 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長 鈴木 新 

【担当J-Adviserの名称】 株式会社日本Ｍ＆Ａセンター 

【担当J-Adviserの代表者の役職氏名】 代表取締役社長 三宅 卓 

【担当J-Adviserの本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目８番２号 

 

【担当J-Adviserの財務状況が公表され 

るウェブサイトのアドレス】 

https://www.nihon-ma.co.jp/ir/ 

【電話番号】 03-5220-5454 

【取引所金融商品市場等に関する事項】 株式会社東京証券取引所 TOKYO PRO Market 

なお、振替機関の名称及び住所は下記のとおりです。 

名称：株式会社証券保管振替機構 

住所：東京都中央区日本橋兜町７番１号 

【公表されるホームページのアドレス】 株式会社ハンズ 

http://www.kkhands.co.jp/ 

株式会社 東京証券取引所 

https://www.jpx.co.jp/ 

【投資者に対する注意事項】 

１．TOKYO PRO Marketは、特定投資家等を対象とした市場であり、その上場会社は、高い投資リスクを

含んでいる場合があります。投資者は、TOKYO PRO Marketの上場会社に適用される上場適格性要件及

び適時開示基準並びに市場価格の変動に関するリスクに留意し、自らの責任で投資を行う必要があり

ます。また、投資者は、発行者情報により公表された情報を慎重に検討した上で投資判断を行う必要

があります。特に、「第一部  第３ ４【事業等のリスク】」において公表された情報を慎重に検討す

る必要があります。 

２．発行者情報を公表した発行者のその公表の時における役員（金融商品取引法(以下「法」という。）

第21条第１項第１号に規定する役員(取締役、会計参与、監査役若しくは執行役又はこれらに準ずる

者)をいう。）は、発行者情報のうちに重要な事項について虚偽の情報があり、又は公表すべき重要な

事項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けていたときは、法第27

条の34において準用する法第22条の規定に基づき、当該有価証券を取得した者に対し、情報が虚偽で

あり又は欠けていることにより生じた損害を賠償する責任を負います。ただし、当該有価証券を取得

した者がその取得の申込みの際に、情報が虚偽であり、又は欠けていることを知っていたときは、こ

の限りではありません。また、当該役員は、情報が虚偽であり又は欠けていることを知らず、かつ、

相当な注意を用いたにもかかわらず知ることができなかったことを証明したときは、上記賠償責任を
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負いません。 

３．TOKYO PRO Marketにおける取引所規則の枠組みは、基本的な部分において日本の一般的な取引所金

融商品市場に適用される取引所規則の枠組みと異なっています。すなわち、TOKYO PRO Marketにおい

ては、J-Adviserが重要な役割を担います。TOKYO PRO Marketの上場会社は、特定上場有価証券に関す

る有価証券上場規程の特例（以下「特例」という。）に従って、各上場会社のために行動するJ-

Adviserを選任する必要があります。J-Adviserの役割には、上場適格性要件に関する助言及び指導、

並びに上場申請手続のマネジメントが含まれます。これらの点について、投資者は、東京証券取引所

のホームページ等に掲げられるTOKYO PRO Marketに係る諸規則に留意する必要があります。 

４．東京証券取引所は、発行者情報の内容（発行者情報に虚偽の情報があるか否か、又は公表すべき事

項若しくは誤解を生じさせないために必要な重要な事実に関する情報が欠けているか否かという点を

含みますが、これらに限られません。）について、何らの表明又は保証等をしておらず、前記賠償責

任その他の一切の責任を負いません。 
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第一部 【企業情報】 

第１ 【本国における法制等の概要】 

該当事項はありません。 

 

第２ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 

回次 第30期 第31期 第32期 

会計期間 
自 2019年７月１日 
至 2020年６月30日 

自 2020年７月１日 
至 2021年６月30日 

自 2021年７月１日 
至 2022年６月30日 

売上高 (千円) 2,760,154 2,540,751 2,464,731 

経常利益 (千円) 334,428 207,191 80,671 

当期純利益 (千円) 223,068 140,605 53,484 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 10,000 10,000 10,000 

発行済株式総数 (株) 200 200 400,000 

純資産額 (千円) 947,529 1,088,135 1,121,619 

総資産額 (千円) 1,367,939 1,436,260 1,454,442 

１株当たり純資産額 (円) 2,368.82 2,720.34 2,804.05 

１株当たり配当額 
（うち1株当たりの中間配当額） 

(円) 
― 

（―） 
― 

（―） 
50.00 
（―） 

１株当たり当期純利益金額 (円) 557.67 351.51 133.71 

潜在株式調整後１株当たり当期純利
益金額 

(円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 69.3 75.8 77.1 

自己資本利益率 (％) 26.7 13.8 4.8 

株価収益率 (倍) ― ― 15.3 

配当性向 (％) ― ― 37.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 303,945 116,690 △22,261 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △175,848 △24,491 △23,191 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― △20,000 

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 549,140 641,340 575,887 

従業員数 
（ほか、平均臨時雇用者数） 

(名) 
 51 

(463) 
 64 

(443) 
61  

(406) 

(注)１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

   ３．潜在株式調整後 1株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．第 30 期及び第 31 期の株価収益率については、当社株式が非上場であるため記載しておりません。 
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５．第 30 期及び第 31 期の 1 株当たり配当額及び配当性向については、配当を行っていないため記載してりま

せん。 

６．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（契約社員、登録スタッフ）は期中の平均人員を( )に外数

で記載しております。 

７．第 31期の財務諸表については、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の

特例第 110条第５項の規定に基づき、有限責任大有監査法人の監査を、第 32期の財務諸表については、特

定上場有価証券に関する有価証券上場規程の第 128 条第３項の規定に基づき、有限責任大有監査法人の監

査を受けておりますが、第 30期の財務諸表については、有限責任大有監査法人による監査を受けておりま

せん。 

   ８．2021 年９月 30 日付けで普通株式１株につき 2,000 株の株式分割を行っておりますが、第 30 期の期首に当

該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額を算定しております。 

９．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日）及び「収益認識に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30 号 2021 年３月 26 日）を第 32 期の期首から適用してお

ります。 

 

２ 【沿革】 

 当社は、1990年に建築資材の搬入･搬出作業会社として、現在の代表取締役長島宏が神奈川県川崎市に設立

いたしました。 

その後1997年に株式会社ハンズに社名変更しております。2001年に補修作業を行うリペア事業部を発足、

2017年にはソーラーパネルなどの施工作業を行う工事事業部を新設し、設立当初からの主力で揚重作業を行う

建築事業部とあわせて３事業部で事業活動を展開しております。 

当社に係る経緯は、次のとおりであります。 

年 月 沿 革 

1990年７月 神奈川県川崎市 有限会社クラブリッツアルファ設立 

1995年３月 渋谷出張所開設 

1997年５月 資本金1,000万円に増資 

株式会社ハンズに組織変更 

2001年７月 リペア事業部発足 

2005年10月 建設業許可取得（神奈川県） 

2006年９月 本店を東京都渋谷区に移転 

2007年５月 建設業許可変更（東京都に変更） 

2008年１月 プライバシーマーク付与認定取得 

2009年３月 揚重事業部 町田出張所開設 

リペア事業部 秋葉原から渋谷本社へ移転 

2010年３月 リペア事業部 工房を設置 

2011年７月 揚重事業部 仙台営業所開設 

2013年12月 組織変更に伴い、揚重事業部 改め、建築事業部に変更 

2017年７月 建築事業部から工事課を独立させ、工事事業部を新設 
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2020年12月 建築事業部 大阪出張所開設 

2021年７月 建設業許可変更（国土交通大臣に変更） 

2022年１月 建築事業部 大阪出張所から大阪営業所に名称変更 

2022年２月 東京証券取引所 TOKYO PRO Market へ上場 

 

 

３【事業の内容】 

当社は、建築現場で各種資材の搬入作業をする「建築事業」、各種工事の施工を請け負う「工事事業」、内装

材のキズ補修と住宅検査を行う「リペア事業」と建築現場にはなくてはならない３つの仕事を通して建築現場を

サポートしております。建築現場の仕事には、危険を伴う作業が多くあり、ちょっとした気の緩みが事故に繋が

ります。当社は、安全に対して全社員が常に意識を高め、無事故・無災害を目標にしています。 

また、建築現場には多種多様な作業がありますが、当社は 17 工種において建設業許可(大臣許可)を取得してお

ります。豊富な人材と質が高く安全なサービスを提供し時代のニーズに応え、次世代の｢建築現場｣創りに取り組

むことで建築業界そして社会に貢献していくことを目指しております。 

以下において主な事業区分について記載しております。なお、以下に示す区分は、セグメントと同一の区分で 

あります。 

 

〈建築事業〉 

  建築現場で内装資材をお客様の指定した場所に搬入します。大規模な現場では、揚重センター(一括揚重システ

ム)※ を運用し、高層ビル、大型マンション等の搬入作業を一手に請け負います。当社が揚重を請け負うことによ

り、安全かつ迅速に資材を搬入し、各施工業者の業務軽減と効率化を実現しています。 

 また、個別の資材発注にも対応いたします。お客様の手数を軽減するため、ＬＧＳ(軽量鉄骨材)・ＰＢ(石膏ボ

ード)・クロス(ビニールクロス)など建築資材を当社が手配し指定場所に搬入するまで、一貫して行うサービスも

提供しております。 

※ マンション等の建築現場で、資材搬入を施工業者が行うのではなく、当社がまとめて全体を請け負うシステム。 

 

〈工事事業〉 

架台杭打ちから電気工事まで一貫して行うソーラーパネル設置工事、ハウスメーカーの鉄骨建方工事、アルミ

材を使用しラックや台車などを加工組み立てするアルミユニット工事、駅の転落防止用のホームドア設置工事、

戸建て集合住宅などの防水工事など各種工事を請負、お客様の多様なニーズに応えております。 

 

〈リペア事業〉 

  新築のマンション、戸建住宅、オフィスビル等の内装のキズ補修、また住まいの内装のキズ、フローリングや

アルミおよび金属のキズや劣化、床鳴りや床浮きなどの困りごとに対し、様々なリペアサービスを提供しており

ます。技術力と起動力は業界でも定評があり、住宅から高級ブランドショップまで幅広い補修実績を有しており

ます。また、マンション等の住居に関する性能検査や外観検査、工程内の検査も提供しております。 
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【建築事業】 

資材搬入作業 

【工事事業】 

ソーラーパネル設置工事 

【リペア事業】 

アルミサッシ傷補修作業 

   

 

 

【事業系統図】 

 

 

４【関係会社の状況】 

該当事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社 

お客様（建設会社・ゼネコン・工務店・個人顧客） 

協力会社（役務） メーカー・商社（建築資材） 

 発注 資材納品  一部発注 労務請負 

 発注 

労務請負 

施工 

資材納品 
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５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

2022年６月30日現在 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円) 

61(406)) 35.08 5.38 5,864 

 

 

 

 

セグメントの名称 従業員数(名) 

建築事業 26(268) 

工事事業 11(29) 

リペア事業 9(104) 

全社（共通） 15(5) 

合計 61(406) 

（注）１．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数（契約社員、登録スタッフ）は、平均人員を( )に外数で

記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３. 平均年間給与には、臨時雇用者の給与は含まれておりません。 

 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 
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第３ 【事業の状況】 
 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当事業年度における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症拡大の影響が継続する中で、ワクチン接種が 

進み、コロナウイルス感染者数も減少し社会経済活動の制限も徐々に緩和され、景気の持ち直しが期待されて

おりました。しかしながら、新たな変異株が報道され第７波の感染拡大が懸念されており、景気の先行きは依

然として不透明な状況が続いております。 

建設業界におきましては、公共投資は底堅く推移する一方、民間の住宅投資は、新型コロナウイルス感染症

の影響により、着工延期や工事の中止・遅延が発生するなど厳しい状況が続いております。また、ウクライナ

情勢を主因とした鋼材･木材等の建築資材の高騰もあり、今後の建築市場への影響が懸念される状況となってお

ります。 

こうした状況の中、当社におきましては、テレワークの実施や種々の新型コロナウイルス感染防止対策を行

いながら、現場においては安全確保を最優先とし、スタッフの増員と技術向上に取り組みました。また、新規

受注の契約単価の交渉に力を入れて取り組む一方で、品質の高いサービスを提供するとともに、お客様のニー

ズに幅広く対応するなど受注の獲得に努めました。しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響により、

大型現場の稼働開始の遅延やスタッフの採用活動も思うようにできず困難な状況が継続しました。こうした状

況から社会経済活動が徐々に緩和されるにつき、夜間現場の受注獲得や遅延していた大型現場の補修依頼があ

り、またスタッフの採用では対面での面接からＷＥＢでの面接に変更するなど施策を行い業績の回復に努めて

まいりました。 

これらの結果、売上高は 2,464,731 千円(前年同期比 3.0%減少)、営業利益は 69,521 千円(前年同期比 63.6%減

少)、経常利益は 80,671 千円(前年同期比 61.1%減少)、当期純利益は 53,484 千円(前年同期比 62.0%減少)となり

ました。 

 

セグメント別の業績の概要は次のとおりであります。 

＜セグメント別の業績の概要＞ 

 

① 建築事業 

建築事業では、遅延していたオリンピック村の内装解体工事が始まりましたが、新型コロナウイルス感染

症の影響により、予定していた大型現場の稼働開始が遅延、またスタッフの採用難による人手不足もあり売

上が減少しました。また大阪営業所の本格稼働に向けて初期費用や営業活動費が嵩み利益を圧迫しました。

これらの結果、売上高は1,614,249千円(前年同期比2.2%減少)、営業利益は248,658千円(前年同期比11.6%減

少)となりました。 

 

② 工事事業 

工事事業では、脱炭素社会に向けて太陽光発電設置工事の受注を獲得していましたが、新型コロナウイル

スの影響により、稼働開始が遅れその分の受注を獲得することができず大幅な売上の減少となりました。閑

散期となる4月から6月については、受注減少を回避するため、顧客数の増加とスタッフ採用に取り組みまし
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たが、売上の増加に繋げることができませんでした。 

また、新型コロナウイルス感染症の影響により技能実習生の入国が遅れ、稼働人数が減少したことにより

人件費が抑制されました。これらの結果、売上高は289,545千円(前年同期比11.7%減少)、営業利益は44,192千

円(前年同期比7.1%増加)となりました。 

 

③ リペア事業 

 リペア事業では、上期は順調に推移しましたが、下期に入り新型コロナウイルス感染症の影響により、大

手ゼネコン現場で着工遅延や工程遅れが発生し始めました。閑散期となる4月から6月は稼働現場が減少し、

大幅な受注減となりました。また、受注獲得のため価格競争の激化や業界全体での値崩れが発生し、利益を

圧迫するとともに、技術向上のための現場研修等を行ったことにより人件費が嵩み、コストアップとなりま

した。これらの結果、売上高は560,936千円(前年同期比0.1%減少)、営業利益は59,249千円(前年同期比30.1%

減少)となりました。 

 

(2) キャッシュ・フローの状況  

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」といいます。）の残高は575,887千円となりました。

各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果支出した資金は 22,261 千円となりました。主な増加要因は税引前当期純利益 80,660 千円、役

員退職慰労引当金の増加額 6,045 千円、破産更生債権等の減少額 4,152 千円、仕入債務の増加額 5,969 千円、未

払金の増加額 20,496 千円等、主な減少要因は売上債権の増加額 58,751 千円、未払消費税等の減少額 37,318 千

円、前受金の減少額 5,595 千円、法人税等の支払 47,584 千円によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果支出した資金は23,191千円となりました。これは主に生命保険契約に基づく保険積立金の支

出5,633千円、定期預金への預け入れによる支出13,503千円によるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は 20,000 千円となりました。これは配当金の支払 20,000 千円によるものです。 

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社が営んでいる建築、工事、リペアの各事業では生産実績を定義することが困難であるため、記載を省略

しております。 

 

(2) 受注状況 

当社は、建築現場において材料・資材の搬入、各種工事の施工、内装材や家具・建具のキズ補修といったサ

ービスを提供しておりますが、受注確定から売上計上までの期間が短期であるため、記載を省略しております。 
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(3) 売上実績 

当社が営んでいる建築、工事、リペアの各事業では請負形態をとっており、販売実績という定義は実態にそ

ぐわないため、売上高で表示しております。当事業年度における売上実績をセグメントごとに示すと、次のと

おりであります。 

 

セグメントの名称 売上高(千円) 前年同期比(％) 

建築事業 1,614,249 97.8 

工事事業 289,545 88.3 

リペア事業 560,936 99.9 

合計 2,464,731 97.0 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。    

相手先 

前事業年度 
自 2020年７月１日 
至 2021年６月30日 

当事業年度 
自 2021年７月１日 
至 2022年６月30日 

  

金額(千円) 
割合

（％） 
金額(千円)） 割合（％） 

 

（株）長谷工ナヴィエ 368,465 14.5% 410,594 16.7% 
 

(注) １．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

３ 【対処すべき課題】 

当社は、中期的な成長の観点から、下記の課題に取り組む必要があると考えております。 

 

（１）安全性の強化 

建築現場においては、常に安全第一を考え現場で働く人の命と健康を守ることが最も重要なことです。当社

におきましても、労働災害を発生させてしまうと、安全管理体制に対し顧客の信用が損なわれ、業績にも多大

な影響を及ぼしかねません。 

当社は、労働災害につながるリスク軽減措置として、次のような対策を実施し安全性の強化に取り組んでい

ます。今後も全社員・スタッフの安全に対する意識を高め、無事故無災害を目指してまいります。 

・安全衛生大会の開催 

    年１回、全員の安全意識高揚を目的に安全衛生大会を開催 

・安全衛生協議会の開催 

    月１回、元請けの指導事項や災害事例を周知する安全衛生協議会を開催 

・ＫＹ(危険予知)手帳の配布と活用 

    毎日の啓発安全活動として作業前に手帳を用いて危険性・有害性を特定 

・新人教育マニュアルの作成と活用 

    専属講師によるマニュアルを用いた座学講習とＯＪＴによる安全教育を実施 

・安全パトロールの実施 

    年間計画を定め、経営幹部による安全パトロールを実施し安全チェック 
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（２）人材の確保と育成 

建設業界におきましては人材の確保が非常に厳しい環境となっており、技術労働者の不足が懸念されており

ます。当社は、人材が重要な経営資源であると考えており、事業の持続的な成長のためには優秀な人材の確

保・育成を重要な課題として認識しております。「人手不足」と言われている中で、人材の確保と定着率を上

げるため、社会保険の加入の徹底や福利厚生を充実させるなど「働き方改革」への対応も必要であると考えて

おります。これらの課題に対処するため次のような施策を実施し、今後も採用応募者の増加に努め、優秀な人

材の確保と育成に力を入れて取り組んでまいります。 

 

採用の強化対策 定着率の向上対策 

・オープンで働きやすい環境作り 

・職能や等級制度の充実 

・昇級の人事制度の改善 

・オウンドメディアの構築と改善 

・有資格者の採用優先 

・新入社員スタッフ研修の充実 

・優秀なスタッフの正社員登用 

・会社費用で資格取得の促進 

・機械化や省力化の推進 

・慰労懇親会の開催 

 

 

（３）内部管理体制の強化 

当社は、比較的小規模な組織であるため、継続的な成長を実現できる企業体質を確立する必要があります。

そのため、リスク管理や業務運営管理をはじめとする内部管理体制の強化が重要な課題であると認識しており

ます。 

今後の企業規模拡大に備え、内部管理体制の整備と適切な運用を推進し、経営の公正性及び透明性を確保す

るため、体制強化に取り組んでまいります。 

 

（４）感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症対策については、建築現場は 3密（密閉・密集・密接）になることは少なく、感染

リスクの小さい業種ですが、事務所勤務者にはテレワークの推進、座席にはアクリル板の設置や事務所内に消

毒液を配置するなど感染予防及び衛生管理を徹底して行っております。 

今後の感染症の流行に対しても迅速に対応し、全従業員が安心して働きやすい職場環境の維持に努めてまいり

ます。 

 

４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開その他に関してリスク要因と考えられる主な事項を記載しております。当社

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の適切な対応に努める方針で

ありますが、当社株式に関する投資判断は、以下の事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われ

る必要があると考えております。 

また、文中の将来に関する事項は、当事業年度末日現在において当社が判断したものであり、実際の結果と

は異なる可能性があります。 
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（１）当社を取り巻く市場環境について 

当社は、集合住宅及び戸建住宅における資材搬入作業及び補修作業、太陽光発電の施工等、建設関連向けの

サービスを主たる事業として展開しております。当該事業は、景気動向、金利、地価、税制及び政策等に大き

な影響を受けます。 

今後の景況感の悪化、所得の低下、金利の上昇、地価の上昇、政策の変更及び税制の変更があった場合は、 

受注及び売り上げの減少など、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（２）自然災害による影響について 

当社の事業地域であります日本は、地震、台風、豪雨、異常気象といった自然災害の影響を受けやすい環境

にあります。当社契約の建築現場及び取引先が大規模な被害を受け建築資材の搬入、運搬に稼働不能な状態が

生じた場合また事業活動停止や制限がなされた場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

 

（３）重大な労働災害・事故の発生について 

建築業界におきましては、「事故・災害ゼロ」を目標として安全活動を展開しております。当社でも安全衛       

生管理体制の構築と運用には細心の注意を払っておりますが、人的もしくは施工物に関する重大な事故が発生

した場合、基本的には保険の適用範囲内で解決されるものと考えており、本発行者情報公表時点において発生

している事故については、保険の適用範囲内で解決しております。しかしながら、保険で補填されない瑕疵が

原因で発生した労働災害・事故において、被災害者が保険の適用を超えて補償を要求する等の問題に発展した

場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（４）訴訟･係争等について 

当社では、現段階において業績に重大な影響を及ぼす訴訟等を提起されている事実はありません。しかしな

がら、事業運営において、瑕疵担保責任、作業現場における事故や労働災害、労務問題等予期せぬトラブル・

問題が発生した場合、これらに起因する訴訟その他の請求が発生する可能性があります。これらの事象が発生

した場合には、訴訟内容や損害賠償額及びその結果等により、社会的信用に影響を及ぼすほか、当社の財政状

態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

   

（５）競合他社による影響について 

当社の事業における市場では、同業他社の参入が増加しているため、更なる競争の激化が予想されます。優

秀な人材の育成と確保、サービス内容の充実に注力し、他社との差別化を図っておりますが、今後競争が激化

し、新規参入事業者による新たな高付加価値サービスの提供等が行われた場合、競争力が低下する恐れがあり

ます。この場合、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。   

 

 （６）特定の販売先への依存度について 

      当社の販売先のうち株式会社長谷工ナヴィエ（以下、「同社」という。）とは、当社設立時から取引があり、

当事業年度では、当社の全体の売上高合計のうち同社に対する売上高が 16.7％を占めています。 
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当社は、同社と良好な関係を維持しておりますが、今後も新規販売先の開拓を行い、特定の販売先への依存

度を低下させる方針です。また、同社の受注動向の変化や内製化、その他の理由により当社との取引が減少し

た場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（７）人材の確保と育成について 

当社の事業において人材の確保と定着は重要な要素の一つであります。優秀な人材の確保と定着のために採

用活動の創意工夫や就業環境の整備、コミュニケーションの円滑化など各種施策を実施しておりますが、今後

の雇用情勢の変化などにより適合した人材が確保できない場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

  （８）協力業者について 

当社の事業において資材の運搬･搬入、施工、補修の業務で許容できる以上の受注が得られた場合には、外部

の協力業者へ業務を委託することがあります。協力業者の選定については、信用調査会社を通じて、その経営

状態、技術力、評判及び反社会勢力との関係の有無などを調査して選定しております。しかしながら、当社の

選定基準に合致する協力業者を十分に確保できなかった場合や、協力業者の経営困難や労働者不足に伴う工期

の遅延や外注価格が上昇した場合等には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

 （９）建築資材価格の変動について 

   当社は、建築現場における資材搬入作業及び補修作業、太陽光発電の施工等、建設関連向けのサービスを主

たる事業として展開しております。当該事業は、現場の工事進行状況により大きな影響を受けます。建築資材

の高騰のため、材料の調達が困難になった場合、また外国資材の輸入が停滞した場合には、業界の縮小や現場

の工事進行が遅延し、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（１０）業績の季節的変動について 

当社の事業において、建築事業の閑散期である３月中旬から６月、リペア事業の閑散期である４月から６月、

また大型連休等により契約現場及び取引先顧客の稼働日が減少する場合に受注量が減少する傾向があります。

受注量を平準化出来るよう事前の営業活動に注力しておりますが、当該時期に著しい景気の落ち込みなどがあ

った場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（１１）特定の取締役への依存について 

当社の代表取締役社長である長島宏は、会社設立以来の経営責任者であります。経営方針や事業戦略の決   

定･実行において重要な役割を果たしております。当社は、幹部社員の情報共有や権限の委譲によって同氏に過

度に依存しない組織体制の整備を進めておりますが、同氏が何らかの理由により業務を遂行することが困難に

なった場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

（１２）システム障害について 

当社は、顧客情報、従業員情報、見積作成や請求業務、その他経理･財務業務等の多くをコンピュターシステ

ムで管理･運営しております。随時バックアップを行うことやシステムの運用並びに導入・更新に際しては最大
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限の対策を講じておりますが、当該システムの障害、外部からのコンピュータウイルスやハッキングの被害、

大規模広域災害等の予期せぬトラブルにより、通信ネットワークの切断、サーバー等ネットワーク機器のシス

テム障害により業務停止及び情報の外部漏洩等の事態が発生する可能性があります。 

これらの障害が発生した場合には、業務の停滞を招き、当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

     

 （１３）個人情報の管理について 

当社は、従業員及び現場作業スタッフの採用に当たり個人情報を入手しており、個人情報の機密管理のため

一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認証する「プライバシーマーク」を取得しております。個人情報の

取扱いに際し細心の注意を払い、プライバシー・ポリシーの制定・遵守や内部監査によるチェック等により、

個人情報保護に関し十分な体制構築がおこなわれていると考えております。 

 しかしながら、不測の事態により、個人情報が外部に流出した場合には、当社に対する損害賠償の請求や信

用力の失墜により、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。 

 

（１４）法的規制について 

当社は、事業活動を行うにあたり、建設業法に基づく一般建設業の許可(国土交通大臣許可)を受けております。

建設業の許可に関しては、現在のところ建設業法第８条に規定される許可要件の欠格事由に該当する事項はあ

りませんが、将来何らかの理由により、当該許認可が取り消され、又は、更新が認められない場合、もしくは、

これらの法律等の改廃又は新たな法的規制が今後制定された場合には、当社の財政状態及び経営成績に影響を

及ぼす可能性があります。また、当社の事業活動において違反行為が生じた場合には、営業の停止又は許可の

取消しという行政処分が下される恐れがあり、万一、当該基準に抵触するようなことがあれば、事業活動に重

大な影響を及ぼす可能性があります。 

なお、本発行者情報公表日現在における当社の許認可登録は、以下のとおりです。 

許認可登録名 許可を受けた建設業 許可番号 有効期限 

一般建設業許可 建築工事業、大工工事業、左官工事業、と

び・土工工事業、石工事業、屋根工事業、

電気工事業、ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事業、

鋼構造物工事業、鉄筋工事業、板金工事

業、ｶﾞﾗｽ工事業、塗装工事業、防水工事

業、内装仕上工事業、熱絶縁工事業、建具

工事業 

国土交通大臣許可 

(般－３) 第 28210 号 

自 2021 年 7 月 9日 

至 2026 年 7 月 8日 

 

 （１５）法令違反・法改正の影響について  

当社は、事業活動を行うにあたって、法令遵守は最優先事項であるとの認識のもと、コンプライアンス体制

の整備、販売管理体制の構築、全従業員に対して教育・周知の徹底、また、適宜、顧問弁護士のアドバイスを

受ける等、法的規制を遵守する管理体制の整備に努めております。しかしながら、法令に違反する行為がなさ

れた場合及び法令の改正や新たな法令が当社の事業に適用され、その制約を受けることとなった場合には、当

社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 
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（１６）内部管理体制の構築・拡充について 

当社は、小規模な組織となっており、内部管理体制もそれに応じたものとなっております。 

今後の事業拡大に応じて、経営者を含め従業員全員がそれぞれの役割を理解し、業務の有効性と効率性、財      

務報告の信頼性、事業活動に係る法令等の遵守を目的にその役割に応じた適切な行動を取り、経営環境の変化

に迅速に対応できる内部管理体制の構築・拡充を重点事項として取り組む方針でありますが、今後急速に会社

規模が拡大し、規模拡大に応じた充分な内部管理体制ができなかった場合、当社の財政状態及び経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。 

     

（１７）品質の維持・管理について 

当社は、建設現場において顧客のニーズに合ったサービスを提供するために技術向上・人材育成、人材定着

に取り組んでおりますが、サービス技術力の低下及び人材育成の長期化等の予期せぬ事情により最適な時期に、

最適な人材を配置できない可能性があります。この場合、市場での信用の失墜等により、当社の財政状態及び

経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

   

（１８）感染症の拡大について 

新型コロナウイルスの感染拡大により、工事の進捗遅延や現場の稼働制限等により、当社への受注環境の悪

化などの影響が懸念されます。これらの影響は当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

(１９）担当 J－Adviser との契約の解除に関する事項について 

特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第 102 条の定めにより、TOKYO PRO Market 上場企業は、

東京証券取引所より認定を受けたいずれかの担当 J－Adviser と、株式上場の適格性審査および株式上場後の上

場適格性を維持するための指導、助言、審査等の各種業務を委託する契約(以下、「J－Adviser 契約」としま

す。) を締結する義務があります。本発行者情報公表日時点において、当社が J－Adviser 契約を締結している

のは株式会社日本Ｍ&Ａセンター（以下、「同社」とします。）であり、同社との J－Adviser 契約において当社

は、下記の義務の履行が求められております。下記の義務の履行を怠り、又は契約に違反した場合、相手方は、

相当の期間(特段の事情のない限り 1か月)を定めてその義務の履行又は違反の是正を書面で催告し、その催告期

間内にその義務の履行又は違反の是正がなされなかったときは、J－Adviser 契約を解除することができる旨の

定めがあります。また、上記にかかわらず、当社及び同社は、両当事者による書面による合意又は相手方に対

する 1 か月前以上の書面による通知を行うことにより、いつでも J－Adviser 契約を解約することができる旨の

定めがあります。当社が同社より上記の解除にかかる催告期間中において、下記の義務の履行又は違反の是正

が果たせない場合、または同社に代わる担当 J－Adviser を確保できない場合は、当社普通株式の TOKYO PRO 

Market 上場廃止につながる可能性があります。 

＜J－Adviser 契約上の義務＞ 

・特例に定める上場会社の義務を履行するとともに、同社が J-Adviser の義務を履行するために必要な協力

を行うこと 

・取締役会関係資料、株主総会関係資料、経営管理に関する各種資料、その他同社が必要とする資料等を遅

滞なく提出すること 
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・必要に応じて特例及び特例施行規則の内容及びその解釈について、同社から指導及び助言を受け、当社は

その指導及び助言に従って行動すること 

また、当社において下記の事象が発生した場合には、同社からの催告なしで J-Adviser 契約を解除することが

できるものと定められております。 

         

①債務超過   

当社がその事業年度の末日に債務超過の状態である場合において、１年以内（審査対象事業年度の末日

の翌日から起算して１年を経過する日（当該１年を経過する日が当社の事業年度の末日に当たらないと

きは、当該１年を経過する日の後最初に到来する事業年度の末日）までの期間をいう。以下、本号にお

いて同じ。また「２年以内」も同様。）に債務超過の状態でなくならなかったとき。ただし、当社が法

律の規定に基づく再生手続若しくは更生手続、産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法

（以下、「産活法」という。） 第２条第 25項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該

手続が実施された場合における産活法第 49 条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も

含む。）、産業競争力強化法（以下、「産競法」という。）第２条第 21 項に規定する特定認証紛争解決

手続に基づく事業再生（当該手続が実施された場合における産競法第 48 条に規定する特例の適用を受け

る特定調停手続による場合も含む。）又は私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関

するガイドライン」に基づく整理を行うことにより、当該１年を経過した日から起算して１年以内に債

務超過の状態でなくなることを計画している場合（同社が適当と認める場合に限る。）には、２年以内

に債務超過の状態でなくならなかったとき。  

なお、同社が適当と認める場合に適合するかどうかの審査は、当社が審査対象事業年度に係る決算（上

場会社が連結財務諸表を作成すべき会社である場合には連結会計年度、連結財務諸表を作成すべき会社

でない場合には事業年度に係る決算とする。）の内容を開示するまでの間において、再建計画（本号但

し書に定める１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計画を含む。）を公表している場合を対

象とし、当社が提出する当該再建計画並びに次の（ａ）及び（ｂ）に定める書面に基づき行うものとす

る。 

（ａ）次のイからハまでに掲げる場合の区分に従い、当該イからハまでに定める書面 

            イ 法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を行う場合 当該再建計画が、再生計画又は更生計

画として裁判所の認可を得ているものであることを証する書面  

ロ 産競法第２条第 21 項に規定する特定認証紛争解決手続に基づく事業再生（当該手続が実施さ    

れた場合における産競法第 48 条に規定する特例の適用を受ける特定調停手続による場合も含

む。）を行う場合 当該再建計画が、当該手続にしたがって成立したものであることを証す

る書面  

ハ 私的整理に関するガイドライン研究会による「私的整理に関するガイドライン」に基づく整

理を行う場合 当該再建計画が、当該ガイドラインにしたがって成立したものであることにつ

いて債権者が記載した書面 

（ｂ）規程第 311 条第１項第５号ただし書に規定する１年以内に債務超過の状態でなくなるための経営計

画の前提となった重要な事項等が、公認会計士等により検討されたものであることについて当該公認会

計士等が記載した書面 
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② 銀行取引の停止 

当社が発行した手形等が不渡りとなり銀行取引が停止された場合又は停止されることが確実となっ

た場合 

③ 破産手続、再生手続又は更生手続 

当社が法律の規定に基づく会社の破産手続、再生手続若しくは更生手続を必要とするに至った場合

（当社が、法律に規定する破産手続、再生手続又は更生手続の原因があることにより、破産手続、

再生手続又は更生手続を必要と判断した場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに

準ずる状態になった場合とは、次のａからｃまでに掲げる場合その他当社が法律の規定に基づく会

社の破産手続、再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合に準ずる状態になったと同社が認

めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに定める日に本号

前段に該当するものとして取り扱う。  

ａ 当社が債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあるときなどで再建を目的としない法律に基

づかない整理を行う場合 当社から当該整理を行うことについての書面による報告を受けた日  

ｂ 当社が、債務超過又は支払不能に陥り又は陥るおそれがあることなどにより事業活動の継続につい

て困難である旨又は断念する旨を取締役会等において決議又は決定した場合であって、事業の全部

若しくは大部分の譲渡又は解散について株主総会又は普通出資者総会に付議することの取締役会の

決議を行った場合 当社から当該事業の譲渡又は解散に関する取締役会の決議についての書面によ

る報告を受けた日（事業の大部分の譲渡の場合には、当該事業の譲渡が事業の大部分の譲渡である

と同社が認めた日）  

ｃ  当社が、財政状態の改善のために、債権者による債務の免除又は第三者による債務の引受若しくは

弁済に関する合意を当該債権者又は第三者と行った場合（当該債務の免除の額又は債務の引受若し

くは弁済の額が直前事業年度の末日における債務の総額の 100分の 10に相当する額以上である場合

に限る。） 当社から当該合意を行ったことについての書面による報告を受けた日 

④ 前号に該当することとなった場合においても、当社が次のａからｃまでに該当する再建計画の開示

を行った場合には、原則として本契約の解除は行わないものとする。  

ａ 次の（ａ）又は（ｂ）に定める場合に従い、当該（ａ）又は（ｂ）に定める事項に該当すること。  

（ａ）当社が法律の規定に基づく再生手続又は更生手続を必要とするに至った場合 当該再建計画が、

再生計画又は更生計画として裁判所の認可を得られる見込みがあるものであること  

（ｂ）当社が前号ｃに規定する合意を行った場合 当該再建計画が、前号ｃに規定する債権者又は第三

者の合意を得ているものであること  

ｂ 当該再建計画に次の（ａ）及び（ｂ）に掲げる事項が記載されていること。  

（ａ） TOKYO PRO Market に上場する有価証券の全部を消却するものでないこと 

（ｂ） 前ａの（ａ）に規定する見込みがある旨及びその理由又は同（ｂ）に規定する合意がなされて

いること及びそれを証する内容  

ｃ 当該再建計画に上場廃止の原因となる事項が記載されているなど公益又は投資者保護の観点から適

当でないと認められるものでないこと 

⑤ 事業活動の停止 

当社が事業活動を停止した場合（当社及びその連結子会社の事業活動が停止されたと同社が認めた
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場合）又はこれに準ずる状態になった場合。なお、これに準ずる状態になった場合とは、次のａか

らｃまでに掲げる場合その他当社が事業活動を停止した場合に準ずる状態になった場合と同社が認

めた場合をいうものとし、当該ａからｃまでに掲げる場合には当該ａからｃまでに掲げる日に同号

に該当するものとして取り扱う。  

ａ 当社が、合併により解散する場合のうち、合併に際して当社の株主に対してその株券等に代わる財

産の全部又は一部として次の（ａ）又は（ｂ）に該当する株券等を交付する場合は、原則として、

合併がその効力を生ずる日の３日前（休業日を除外する。）の日  

（ａ）TOKYO PRO Market の上場株券等  

（ｂ）特例第 132 条の規定の適用を受け、速やかに TOKYO PRO Market に上場される見込みのある株券等  

ｂ 当社が、前ａに規定する合併以外の合併により解散する場合は、当社から当該合併に関する株主総

会（普通出資者総会を含む。）の決議についての書面による報告を受けた日（当該合併について株

主総会の決議による承認を要しない場合には、取締役会の決議（委員会設置会社にあっては、執行

役の決定を含む。）についての書面による報告を受けた日）  

ｃ 当社が、ａ及び前ｂに規定する事由以外の事由により解散する場合（本条第 3号ｂの規定の適用を受

ける場合を除く。）は、当社から当該解散の原因となる事由が発生した旨の書面による報告を受け

た日 

⑥ 不適当な合併等 

当社が非上場会社の吸収合併又はこれに類するもの（ⅰ 非上場会社を完全子会社とする株式交換、 

ⅱ 会社分割による非上場会社からの事業の承継、ⅲ 非上場会社からの事業の譲受け、ⅳ 会社

分割による他の者への事業の承継、ⅴ 他の者への事業の譲渡、ⅵ 非上場会社との業務上の提携、

ⅶ 第三者割当による株式若しくは優先出資の割当て、ⅷ その他非上場会社の吸収合併又はⅰか

らⅶまでと同等の効果をもたらすと認められる行為）で定める行為（以下本号において「吸収合併

等」という。）を行った場合に、当社が実質的な存続会社でないと同社が認めた場合 

⑦ 支配株主との取引の健全性の毀損 

第三者割当により当社の支配株主（当社の親会社又は当社の議決権の過半数を直接若しくは間接に

保有する者）が異動した場合（当該割当により交付された募集株式等の転換又は行使により支配株

主が異動する見込みがある場合を含む）において、支配株主との取引に関する健全性が著しく毀損

されていると同社が認めるとき 

⑧ 発行者情報等の提出遅延 

当社が提出の義務を有する特定証券情報、発行者情報又は有価証券報告書等につき、特例及び法令

に定める期間内に提出しなかった場合で、同社がその遅延理由が適切でないと判断した場合 

⑨ 虚偽記載又は不適正意見等 

次のａ又はｂに該当する場合 

ａ 当社が開示書類等に虚偽記載を行い、かつ、その影響が重大であると同社が認める場合 

ｂ 当社の財務諸表等に添付される監査報告書等において、公認会計士等によって、監査報告書につい

ては「不適正意見」又は「意見の表明をしない」旨（天災地変等、上場会社の責めに帰すべからざ

る事由によるものである場合を除く。）が記載され、かつ、その影響が重大であると同社が認める

場合 
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⑩ 法令違反及び上場契約違反等 

当社が重大な法令違反又は特例に関する重大な違反を行った場合 

⑪ 株式事務代行機関への委託 

当社が株式事務を特例で定める株式事務代行機関に委託しないこととなった場合又は委託しないこ

ととなることが確実となった場合 

⑫ 株式の譲渡制限 

当社が TOKYO PRO Market に上場する株式の譲渡につき制限を行うこととした場合 

⑬ 完全子会社化 

当社が株式交換又は株式移転により他の会社の完全子会社となる場合 

⑭ 指定振替機関における取扱い 

当社が発行する株券が指定振替機関の振替業における取扱いの対象とならないこととなった場合 

⑮ 株主の権利の不当な制限 

当社が次のａからｇまでのいずれかに掲げる行為を行っている場合において、株主の権利内容及び

その行使が不当に制限されていると同社が認めた場合その他株主の権利内容及びその行使が不当に

制限されていると同社が認めた場合をいう。 

ａ 買収者以外の株主であることを行使又は割当ての条件とする新株予約権を株主割当て等の形で発行

する買収防衛策（以下「ライツプラン」という。）のうち、行使価額が株式の時価より著しく低い

新株予約権を導入時点の株主等に対し割り当てておくものの導入（実質的に買収防衛策の発動の時

点の株主に割り当てるために、導入時点において暫定的に特定の者に割り当てておく場合を除く。） 

ｂ ライツプランのうち、株主総会で取締役の過半数の交代が決議された場合においても、なお廃止又

は不発動とすることができないものの導入 

ｃ 拒否権付種類株式のうち、取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について種類株主総会の決

議を要する旨の定めがなされたものの発行に係る決議又は決定（持株会社である当社の主要な事業

を行っている子会社が拒否権付種類株式又は取締役選任権付種類株式を当社以外の者を割当先とし

て発行する場合において、当該種類株式の発行が当社に対する買収の実現を困難にする方策である

と同社が認めるときは、当社が重要な事項について種類株主総会の決議を要する旨の定めがなされ

た拒否権付種類株式を発行するものとして取り扱う。） 

ｄ TOKYO PRO Market に上場している株券について、株主総会において議決権を行使することができる

事項のうち取締役の過半数の選解任その他の重要な事項について制限のある種類の株式への変更に

係る決議又は決定 

ｅ TOKYO PRO Market に上場している株券より議決権の多い株式（取締役の選解任その他の重要な事項

について株主総会において一個の議決権を行使することができる数の株式に係る剰余金の配当請求

権その他の経済的利益を受ける権利の価額等が TOKYO PRO Market に上場している株券より低い株式

をいう。）の発行に係る決議又は決定 

ｆ 議決権の比率が３００％を超える第三者割当に係る決議又は決定 

ｇ 株主総会における議決権を失う株主が生じることとなる株式併合その他同等の効果をもたらす行為

に係る決議又は決定 
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⑯ 全部取得 

当社が TOKYO PRO Market に上場している株券に係る株式の全部を取得する場合 

⑰ 反社会的勢力の関与 

当社が反社会的勢力の関与を受けている事実が判明した場合において、その実態が TOKYO PRO 

Market の市場に対する株主及び投資者の信頼を著しく毀損したと同社が認めるとき 

⑱ その他 

前各号のほか、公益又は投資者保護のため、同社若しくは東証が上場廃止を適当と認めた場合 

 

このほか、株主総会の特別決議を経て、当社が東京証券取引所へ「上場廃止申請書」を提出した場合に

も上場廃止となります。なお、本発行者情報公表日時点において、J-Adviser 契約の解約につながる上記

の事象は発生しておりません。 

 

５ 【経営上の重要な契約等】 

当事業年度において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

６ 【研究開発活動】 

    該当事項はありません。 

 

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断したものであります。 

 

（１）重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されておりま

す。この財務諸表の作成にあたりまして、経営者による会計上の見積りを必要とします。経営者はこれらの

見積りについて過去の実績や現状等を総合的に勘案し合理的に判断しておりますが、実際の結果は、見積り

特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。 

 

（２）財政状態の分析 

    当事業年度の財政状態につきましては、次のとおりです。 

 

（資産の部） 

  総資産は1,454,442千円（前期末比18,182千円増加）となりました。流動資産につきましては、1,354,331

千円(同10,944千円増加）となりました。これは主に、現金及び預金の減少51,945千円、売掛金の増加58,751

千円及び未収還付法人税等の増加3,771千円によるものです。固定資産につきましては、100,111千円（同

7,237千円増加）となりました。これは主に、車両運搬具の取得による増加398千円、工具器具備品の取得に

よる増加984千円、業務用ソフトウエアの購入によるソフトウエアの増加514千円、生命保険契約による保険

積立金の増加5,633千円、破産更生債権等の減少4,152千円及び貸倒引当金の減少3,309千円によるものです。 
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（負債の部） 

  総負債は332,822千円（同15,302千円減少）となりました。流動負債につきましては、283,677千円（同

26,551千円減少）となりました。これは主に、買掛金の増加5,969千円、未払金の増加20,496千円、前受金の

減少5,595千円、預り金の増加1,656千円、未払消費税等の減少37,318千円及び未払法人税等の減少14,945千

円によるものです。固定負債につきましては、49,144千円（前期末比11,249千円増加）となりました。これ

は主に、退職給付引当金の増加5,185千円及び役員退職慰労引当金の増加6,045千円によるものです。 

 

（純資産の部） 

   純資産につきましては1,121,619千円（同33,484千円増）となりました。これは主に、当期純利益53,484千

円による増加と、剰余金の配当により利益剰余金が20,000千円減少したことによるものです。 

 

（３）経営成績の分析 

   当事業年度における経営成績については、「１【業績等の概要】（１）業績」に記載のとおりであります。 

     

（４）経営成績に重要な影響を与える要因 

当事業年度における経営成績に重要な影響を与える要因については、「４【事業等のリスク】」に記載の

とおりであります。 

 

（５）キャッシュ・フローの状況の分析 

当事業年度におけるキャッシュ・フローの概況については、「１【業績等の概要】（２）キャッシュ・フ

ローの状況」に記載のとおりであります。 
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第４ 【設備の状況】 
 

１ 【設備投資の概要】 

当事業年度において実施した設備投資の総額は2,751千円であります。セグメントごとの設備投資について示す

と、 次のとおりであります。 

（１）全社共通 

社内業務の効率化やペーパーレス化を目的として、ネットワークサーバーおよびワークフローシステムの導

入のため1,781千円の設備投資を実施いたしました。 

 

（２）工事事業 

車両の購入に970千円の設備投資を実施いたしました。 

 

２ 【主要な設備の状況】 

当事業年度末における主要な設備の状況は次のとおりであります。 

2022年6月30日現在 

事業所名 
(所在地) 

セグメント 
の名称 

設備の内容 
帳簿価額(千円) 

従業員数
(名) 

建物 
工具 

器具備品 
ソフト 
ウエア 

その他 合計 

本社 
(東京都渋谷区) 

全社 本社 1,163 1,178 1,604 447 4,394 56(361) 

町田第一出張所 
(神奈川県相模原市) 

工事 
リペア 
共通 

作業所兼
倉庫 

58 0 － 242 300 0(0) 

町田第二出張所 
(神奈川県相模原市) 

建築 
共通 

研修所兼
事務所 

125 － － － 125 0(0) 

仙台営業所 
(宮城県仙台市) 

建築 営業所 135 － － － 135 3(31) 

大阪営業所 
(大阪府大阪市) 

建築 事務所 703 － － － 703 2(14) 

(注) １．現在休止中の主要な設備はありません。 

２．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

３．帳簿価額のうち「その他」は、機械及び装置、車両運搬具であります。 

４．従業員数は就業人員数であり、臨時雇用者数は期中の平均人員を（ ）に外数で記載しております。   

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

   該当事項はありません。 

 

(2) 重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 
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第５ 【発行者の状況】 
 

１ 【株式等の状況】 

(１) 【株式の総数等】 

 

記名・無記名の
別、額面・無額
面の別及び種類 

発行可能 
株式総数 
(株) 

未発行 
株式数 
(株) 

事業年度末 
現在発行数 

(2022年６月30日) 
(株) 

公表日現在 
発行数 

(2022年９月29日) 
(株) 

上場金融商品取 
引所名又は登録 
認可金融商品取 
引業協会名   

内容 

普通株式 1,600,000 1,200,000 400,000 400,000 
東京証券取引所 

(TOKYO PRO 
Market) 

単元株式数 
100株 

計 1,600,000 1,200,000 400,000 400,000 － － 

(注) 2021 年９月 14 日開催の取締役会決議により、2021 年９月 30 日付で普通株式１株を 2,000 株に分割してお 

ります。これにより、発行済株式総数は 399,800 株増加し、400,000 株となっております。また、当該株式

分割に伴う定款変更が行われ、発行可能株式総数は 1,599,200 株増加し、1,600,000 株となっております。 

 

(２) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

 

(３) 【MSCB等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

 

(４) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 

(５) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
 

(千円) 

資本金残高 
 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 

(千円) 

2021年９月30日 
（注１） 

399,800 400,000 － 10,000 － － 

(注) １．株式分割（1：2,000）によるものであります。 

 

(６) 【所有者別状況】 

2022 年６月 30 日現在 

区分 

株式の状況(１単元の株式数 100 株) 
単元未満 

株式の状況 

(株) 

政府及び

地方公共

団体 

金融機関 
金融商品

取引業者 

その他の 

法人 

外国法人等 
個人 

その他 
計 

個人以外 個人 

株主数 

(人) 
－ － － 2 － － 2 4 － 

所有株式数 

(単元) 
－ － － 2,121 － － 1,879 4,000 － 

所有株式数 

の割合(％) 
－ － － 53.02 － － 46.98 100.0 － 
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(７) 【大株主の状況】 

2022年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 

(株) 

株式総数に対 

する所有株式数 

の割合(％) 

株式会社エヌズ 東京都世田谷区代沢1丁目36番27号 212,000 53.00 

長島宏 東京都世田谷区 185,900 46.48 

長島莉都子 東京都世田谷区 2,000 0.50 

マルコー株式会社 東京都江東区新木場1丁目９番６号 100 0.03 

計 － 400,000 100.00 

 

(８) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

2022年６月30日現在 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 400,000 4,000 
権利内容に何ら限定のない、当社にお
ける標準となる株式であり、単元株式
数は100株であります。 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 400,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 4,000 ― 

(注) 2021 年９月 14 日開催の取締役会決議により、2021 年９月 30 日付で普通株式１株を 2,000 株に分割しており、

上記所有株式数は株式分割後の所有株式数で記載しております。 

 

② 【自己株式等】 

該当事項はありません。 

 

(９) 【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

 

２ 【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】  

該当事項はありません。 
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（１）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

該当事項はありません。 

 

３ 【配当政策】  

当社では、株主に対する利益還元を経営上の基本理念として認識し、経営環境を鑑み、業績の推移状況及び中

長期経営計画に基づき財務体質を勘案し、継続的かつ安定的に配当を実施することを基本方針としております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回を基本方針としております。この剰余金の配当の決定機関は、期末配当に

ついては株主総会、中間配当については取締役会であります。 

当事業年度における配当につきましては、継続的な安定配当の基本方針のもと、１株当たり50円（中間配当金

は発生しておりません。）としております。 

内部留保資金につきましては、企業体質の強化、将来の事業展開のための資金等に充当してまいります。今後

の配当につきましては、財政状態、経営成績及び今後の事業計画を勘案し内部留保とのバランスを図りながらそ

の実施を検討する所存であります。 

なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

2022年9月29日 

定時株主総会決議 
20,000 50.00 

 

 

４ 【株価の推移】 

(１) 【最近３年間の事業年度別最高・最低株価】 

 

 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所 TOKYO PRO Market における取引価格であります。 

２．当社株式は、2022 年２月 17 日から東京証券取引所 TOKYO PRO Market に上場しておりま

す。それ以前については、該当事項はありません。 

回次 第30期 第31期 第32期 

決算年月 2020年６月 2021年６月 2022年６月 

最高（円） － － 2,046 

最低（円） － － 2,046 
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(２) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 

月別 2022年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） － 2,046 － － － － 

最低（円） － 2,046 － － － － 

(注) １．最高・最低株価は、東京証券取引所 TOKYO PRO Market における取引価格であります。 

２．2022 年１月、2022 年３月から 2022 年６月までにおいては、売買実績がないため記載しておりません。 

 

５ 【役員の状況】  

男性：６名 女性：０名（役員のうち女性の比率：０％） 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 報酬 
所有株
式数
(株) 

代表  
取締役 社長 長島 宏 1959年  

11月15日 

1988年８月  
 
1990年７月  
 
1997年５月  
 
2021年６月  
 
2021年８月  

㈲リッツ設立 
代表取締役 就任 
㈲クラブリッツアルファ設立 
代表取締役 就任 
㈱ハンズに組織変更 
代表取締役社長就任（現任） 
㈱エヌズ設立 
代表取締役社長就任（現任） 
㈲リッツ取締役就任 

(注) 
２ 

(注) 
５ 

397,900 
(注) 
４ 

取締役 管理 
本部長 鈴木 新 1972年  

10月10日 

1992年10月  
1997年６月  
 
1998年１月  
2006年７月  

㈲クラブリッツアルファ入社 
㈱ハンズに組織変更 
正社員へ転換 
雇用管理担当 就任 
取締役就任（現任） 

(注) 
２ 

(注) 
５ ― 

取締役 事業 
本部長 鈴木 直人 1976年  

2月16日 

1999年１月  
2007年３月  
2016年７月  
2020年９月  

当社入社 
正社員へ転換 
工事事業部 部長 
取締役就任（現任） 

(注) 
２ 

(注) 
５ ― 

監査役 
(常勤) ― 鬼沢 正典 1955年  

3月5日 

1981年１月  
 
2020年９月  

㈱ヤシカ 
(現、京セラ㈱) 入社 
当社入社 
監査役就任（現任） 

(注) 
３ 

(注) 
５ ― 

監査役 
(非常勤) ― 丸山 登 1935年  

5月1日 

1958年４月  
 
2006年９月  
 
2017年６月  
 
2017年６月  
 

㈱ヤシカ 
(現、京セラ㈱) 入社 
当社入社 
監査役(非常勤) 就任(現任) 
ぷらっとホーム㈱監査役 
就任（現任） 
㈱エー・エス・ディ監査役
(非常勤)就任（現任） 

(注) 
３ 

(注) 
５ ― 

計 397,900 

(注)  １．監査役の鬼沢正典氏と丸山登氏は会社法第 2条第 16 項に定める社外監査役であります。 

２．取締役の任期は、2021 年 6 月期に係る定時株主総会終結の時から 2023 年 6 月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

３．監査役の任期は、2021 年 6 月期に係る定時株主総会終結の時から 2025 年 6 月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

４．代表取締役長島宏の所有株式数には、同氏の資産管理会社である株式会社エヌズの所有する 212,000 株が

含まれております。 

５．2022年6月期における役員報酬の総額は85,200千円を支給しております。 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】 

(１)【コーポレート・ガバナンスの状況】 

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的考え方 

当社は、コーポレート・ガバナンスを企業経営の重要事項と位置付けております。株主をはじめ多様なステ

ーク・ホルダーとの適切な関係を維持し、社会に対する責任を果たしながら事業活動を行うことが、長期的な

業績向上や持続的成長の目的達成に最も重要な課題のひとつと考えております。コーポレート・ガバナンスの

機能を充実させ、透明性と公正性の高い経営を確立することは当社の重要な基本的責務です。 

この為、当社は取締役会の相互牽制機能および監査役の監視機能を強化し、内部統制・リスク管理等の問題

に対処するため、コーポレート・ガバナンス体制を整備し、持続的発展を第一義に考えた事業運営を行うこと

としております。 

 

② 会社の機関の内容およびコーポレート・ガバナンス体制について 

当社は、会社法に基づく機関として、株主総会、取締役会、監査役を設置するとともに、日常的に事業を監

視する役割として内部監査室を設置しております。重要な経営判断と業務執行の監督を担う取締役会と、取締

役から独立した監査役により、経営に対する牽制・監督機能を図る体制としております。監査役は、取締役会

に出席し、業務執行者から独立した立場で意見を述べ、会社経営における意思決定プロセスの違法性や著しく

不当な職務執行がないか等、取締役の職務執行状況を常に監視する体制を確保しております。また、社外監査

役２名を選任し、外部からの視点による経営監督機能を強化しております。当社の企業規模、事業内容等を勘

案しますと、経営の効率性及び妥当性の監視機能において取締役が相互に監視し、かつ、社外監査役の意見を

参考にすることにより、経営監視機能の実効性は確保しているものと考えております。 

当社の企業統治の体制図は以下のとおりです。 
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a． 取締役会 

当社の取締役会は、３名の取締役で構成されております。取締役会は、法令、定款及び株主総会決議に基

づき、職務権限規程、取締役会規程その他の当社諸規程等の会社運営の基礎となる諸基準を整備し、取締役

の職務執行の適正性及び効率性を確保しております。 

なお、定例取締役会が毎月１回、その他必要に応じて臨時取締役会が開催され、経営に関する重要事項を

決定しております。取締役は、会社の業務執行状況を取締役会に報告するものとしており、これをもとに、

取締役会は取締役の職務執行を監督しております。 

b． 監査役 

当社は監査役協議会制度を採用しており、２名で構成されております。 監査役は、監査役監査基準に基づ

き、取締役の業務執行状況を適正に監査しております。また、監査役は取締役会に出席し、取締役の職務の

執行状況を監視するとともに、適宜必要な意見を述べております。 

c． 内部監査及び監査役監査の状況 

当社の内部監査は、内部監査室が主管部署として、内部監査室主任以下２名が業務を監査しております。

各部の監査結果並びに改善点につきましては、内部監査担当者より、代表取締役社長に対し内部監査報告書

を提出するとともに、改善指示書を作成し被監査部門に改善・是正を指示する体制をとっており、改善・是

正状況について後日フォロ－アップし確認しております。特に常勤監査役とは年間監査計画の立案、毎月の

実地監査遂行において、相互に監査視点及び結果等についての情報共有に努めております。 

当社は監査役２名(社外監査役２名)により構成されております。監査役は株主総会と取締役会に出席し、

取締役から報告を受け、法令上監査役に認められているその他の監査権限を行使しております。また、監査

役、内部監査担当者及び監査法人と定期的に面談を行い、相互の監査結果の説明及び報告に関する連携を行

い、監査の質的向上を図っております。 

d． 会計監査 

当社は有限責任大有監査法人と監査契約を締結し、独立した立場から「特定上場有価証券に関する有価証

券上場規程の特例」第110条第５項の規定に基づき監査を受けております。監査業務を執行した公認会計士は

鴨田真一郎氏と越智多佳子氏の２名であり、継続監査年数は７年以内であります。また当該監査業務にかか

る補助者は公認会計士２名であります。なお、同監査法人、当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員

及びその補助者と当社との間には、特別の利害関係はありません。 

e． 内部統制システムの整備状況 

当社は、会社法上の大会社に該当しないため、法令による内部統制システムの整備に関する取締役会決議

を行っておりませんが、内部統制システムの構築は重要な課題と認識しております。 

現状においては、取締役会規程、業務分掌規程、職務権限規程等の規程に基づいて業務を合理的に分担す

ることで、特定の組織並びに特定の担当者に業務や権限が集中することを回避し、内部牽制機能が適切に働

くよう努めております。 

 

③ リスク管理体制の整備の状況 

業務を合理的に分担することで、特定の組織ならびに特定の担当者に業務や権限が集中することを回避し、

内部牽制機能が適切に働くよう努めております。 
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④ 社外取締役および社外監査役との関係について 

当社は、社外取締役を選任しておりませんが、社外監査役が２名選任されており、外部からの客観的及び中

立的な立場から経営を監視する体制が構築され、ガバナンスは適正に運用されております。なお、社外監査役

と当社の間には特別な利害関係を有しておらず、一般株主との利益相反の恐れはありません。 

また、社外取締役に関しましては、当社の経営規模・体制及び社外取締役の役割等を総合的に勘案し十分な

議論と検証を重ね、設置の必要があると判断する場合には、具体的に検討したいと考えております。 

 

⑤ 役員報酬の内容 

役員区分 
報酬等の総額

(千円) 

報酬等の種類別の総額 

(千円) 

対象となる

役員の員数

(人) 

基本報酬 賞与 
ストック 

オプション 

 

取締役(社外取締役を除く) 72,000 57,600 14,400 － ４ 

監査役(社外監査役を除く) － － － － － 

社外役員 13,200 10,560 2,640 － ２ 

計 85,200 68,160 17,040 － ６ 

(注) １．取締役の支給人員、報酬等の額には 2022 年９月 29 日開催の当社第 32期定時株主総会終結の時をもって退

任しました取締役１名を含んでおります。 

２．上記には、当事業年度において費用計上した金額を記載しております。 

 

⑥ 取締役及び監査役の定数 

当社の取締役は７名以内、監査役は３名以内とする旨を定款で定めております。 

 

⑦ 取締役の選任決議要件 

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出

席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款で定めております。 

 

⑧ 株主総会の特別決議要件 

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、

議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもっ

て行う旨を定款に定めております。 

 

⑨ 自己株式の取得 

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議をもって、自己の株式を取得することができる

旨を定款に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、

市場取引等により自己の株式を取得することを目的とするものであります。 
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⑩ 中間配当に関する事項 

当社は、株主への機動的な利益還元を可能とするため、会社法第454条第５項の定めに基づき、取締役会の決

議により中間配当をすることができる旨を定款に定めております。 

 

⑪ 株式の保有状況 

該当事項はありません。 

 

(２) 【監査報酬の内容等】 

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】    

区 分 
最近年度 

監査証明業務に基づく報酬 
(千円) 

非監査業務に基づく報酬 
(千円) 

発行者   11,940 － 

計  11,940  － 

 

② 【その他重要な報酬の内容】 

該当事項はありません。 

 

③ 【監査法人の発行者に対する非監査業務の内容】 

該当事項はありません。 

 

④ 【監査報酬の決定方針】 

当社の事業規模等を勘案して監査報酬額を決定しております。 
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第６ 【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

(１) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38年大蔵省令第 59号）

に基づいて作成しております。 

(２) 当社の財務諸表は、株式会社東京証券取引所の｢特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例｣第

116 条第３項で認められた会計基準のうち、我が国において一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠

しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、株式会社東京証券取引所の｢特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例｣第128条第３

項の規定に基づき、当事業年度（2021年７月１日から2022年６月30日まで）の財務諸表について、有限責

任大有監査法人の監査を受けております。 

 

３．連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 
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【財務諸表等】 

（１）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

(単位：千円) 

 
前事業年度 

(2021年６月30日) 
当事業年度 

(2022年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 924,388 872,442 

売掛金 404,489 ※ 463,240 

原材料及び貯蔵品 3,100 2,961 

前払費用 18,507 17,939 

未収還付法人税 - 3,771 

その他 1,367 2,801 

貸倒引当金 △8,467 △8,826 

流動資産合計 1,343,386 1,354,331 

固定資産   

有形固定資産   

建物 7,234 7,234 

減価償却累計額 △4,659 △5,048 

建物（純額） 2,574 2,186 

機械及び装置 314 314 

減価償却累計額 △314 △314 

機械及び装置（純額) 0 0 

車両運搬具 11,450 11,848 

減価償却累計額 △9,659 △11,158 

車両運搬具（純額） 1,790 690 

工具器具備品 4,777 5,761 

減価償却累計額 △4,015 △4,582 

工具器具備品（純額） 761 1,178 

有形固定資産合計 5,126 4,054 

無形固定資産   

ソフトウエア 1,089 1,604 

無形固定資産合計 1,089 1,604 

投資その他の資産   

差入保証金 19,237 20,392 

破産更生債権等 4,206 ※ 54 

保険積立金 45,623 51,256 

繰延税金資産 20,271 21,565 

その他 655 1,209 

貸倒引当金   △3,337 △27 

投資その他の資産合計 86,657 94,451 

固定資産合計 92,873 100,111 

資産合計 1,436,260 1,454,442 
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(単位：千円) 

 
前事業年度 

(2021年６月30日) 
当事業年度 

(2022年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 5,766 11,735 

未払金 159,825 180,321 

未払費用 1,807 4,827 

前受金 7,810 ※ 2,215 

預り金 19,910 21,566 

未払消費税等 64,416 27,098 

未払法人税等 15,386 441 

賞与引当金 31,492 31,734 

その他 3,814 3,738 

流動負債合計 310,229 283,677 

固定負債   

退職給付引当金 15,195 20,380 

役員退職慰労引当金 16,004 22,050 

資産除去債務 6,695 6,713 

固定負債合計 37,895 49,144 

負債合計 348,124 332,822 

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,000 10,000 

利益剰余金 1,078,135 1,111,619 

利益準備金 1,000 2,500 

その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 1,077,135 1,109,119 

利益剰余金合計 1,078,135 1,111,619 

株主資本合計 1,088,135 1,121,619 

純資産合計 1,088,135 1,121,619 

負債純資産合計 1,436,260 1,454,442 
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②【損益計算書】   

(単位：千円) 

                                       
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

前事業年度 

(自 2020年７月１日 

 至 2021年６月30日) 

当事業年度 

(自 2021年７月１日 

 至 2022年６月30日) 

売上高 2,540,751  ※１ 2,464,731 

売上原価 1,847,890 1,822,586 

売上総利益 692,861 642,144 

販売費及び一般管理費 ※２ 501,715 ※２ 572,623 

営業利益 191,146 69,521 

営業外収益   

受取利息 26 12 

保険収入 4,843 1,552 

受取家賃収入 3,771 2,478 

助成金収入 5,229 3,923 

消費税差額 1,877 - 

預り金取崩益 - 2,196 

雑収入 370 1,037 

営業外収益合計 16,118 11,201 

営業外費用   

その他 72 51 

営業外費用合計 72 51 

経常利益 207,191 80,671 

特別利益   

償却債権取立益 910 - 

その他 129 - 

特別利益合計 1,040 - 

特別損失   

 固定資産除却損 0 10 

 その他 97 - 

 特別損失合計 97 10 

税引前当期純利益 208,134 80,660 

法人税、住民税及び事業税 63,567 28,470 

法人税等調整額 3,961 △1,294 

法人税等合計 67,529 27,175 

当期純利益 140,605 53,484 
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【売上原価明細書】 

（注）原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

  

             （単位：千円） 

  
前事業年度 

(自 2020年７月１日 
 至 2021年６月30日) 

当事業年度 
(自 2021年７月１日 
 至 2022年６月30日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 商品売上原価        

当期商品仕入高  26,610   －   

合計  26,610 26,610 1.4 － － － 

Ⅱ 材料費        

１．期首材料たな卸高  19   19   

２．当期材料仕入高  11,357   15,090   

合計  11,376   15,109   

３．期末材料たな卸高  19 11,357 0.6 19 15,090 0.8 

Ⅲ 労務費   1,506,704 81.5  1,483,987 81.4 

Ⅳ 経費   303,218 16.5  323,508 17.8 

総計   1,847,890 100.0  1,822,586 100.0 

売上原価   1,847,890   1,822,586  
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③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自 2020 年７月 1日 至 2021 年６月 30 日） 

                                                                                   （単位：千円）  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金合

計 繰越利益剰余

金 

当期首残高 10,000 1,000 936,529    937,529     947,529 947,529 

当期変動額       

利益準備金の積立    － － － 

剰余金の配当    － － － 

当期純利益   140,605 140,605 140,605 140,605 

当期変動額合計 － － 140,605 140,605 140,605 140,605 

当期末残高 10,000 1,000 1,077,135 1,078,135 1,088,135 1,088,135 

 

 

 

当事業年度（自 2021 年７月 1日 至 2022 年６月 30 日） 

                                                                                   （単位：千円）  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

利益剰余金 

株主資本合計 
利益準備金 

その他 

利益剰余金 利益剰余金合

計 繰越利益剰余

金 

当期首残高 10,000 1,000 1,077,135 1,078,135 1,088,135 1,088,135 

当期変動額       

利益準備金の積立  1,500 △1,500 － － － 

剰余金の配当   △20,000 △20,000 △20,000 △20,000 

当期純利益   53,484 53,484 53,484 53,484 

当期変動額合計 － 1,500 31,984 33,484 33,484 33,484 

当期末残高 10,000 2,500 1,109,119 1,111,619 1,121,619 1,121,619 
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④【キャッシュ・フロー計算書】 

 

  （単位：千円） 

 

前事業年度 

（自 2020年７月１日 

至 2021年６月30日） 

当事業年度 

（自 2021年７月１日 

至 2022年６月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 208,134 80,660 

減価償却費 1,660 3,308 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △18,459 △2,951 

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,949 242 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,804 6,045 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,520 5,185 

受取利息及び受取配当金 △26 △12 

助成金収入 △5,229 △3,923 

固定資産売却益 △29 － 

固定資産除却損 0 0 

売上債権の増減額（△は増加） 33,556 △58,751 

棚卸資産の増減額（△は増加） △848 138 

破産更生債権等の増減額（△は増加） 26,199 4,152 

仕入債務の増減額（△は減少） △9,071 5,969 

未払金の増減額（△は減少） 6,280 20,496 

未払費用の増減額（△は減少） △1,952 3,020 

未払消費税等の増減額（△は減少） △19,907 △37,318 

未払事業所税の増減額（△は減少） 545 △76 

前受金の増減額（△は減少） △4,392 △5,595 

預り金の増減額（△は減少） 4,885 1,656 

資産除去債務の増減（△は減少） 1,048 18 

その他資産の増減額（△は増加） 2,907 116 

小計 236,574 22,381 

利息及び配当金の受取額 77 12 

助成金の受取額 4,600 2,531 

法人税等の支払額 △124,571 △47,584 

法人税等の還付額 10 397 

営業活動によるキャッシュ・フロー 116,690 △22,261 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △2,348 △1,954 

無形固定資産の取得による支出 △1,147 △797 

有形固定資産の売却による収入 29 － 

貸付金の回収による収入 300 － 

定期預金の預入による支出 △21,612 △13,503 

定期預金の払戻による収入 7,200 － 

保険積立金の積立による支出 △5,633 △5,633 

 その他投資活動による支出 △1,435 △1,602 

その他投資活動による収入 156 299 

投資活動によるキャッシュ・フロー △24,491 △23,191 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 － △20,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー － △20,000 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 92,199 △65,452 

現金及び現金同等物の期首残高 549,140 641,340 

現金及び現金同等物の期末残高 641,340 575,887 
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【注記事項】 

（重要な会計方針） 

１．棚卸資産の評価基準及び評価法 

原材料及び貯蔵品 

最終仕入原価法による原価法（収益性が低下した場合は正味売却価額まで簿価を切り下げる方法）を採用しており

ます。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(１)有形固定資産 

定率法（ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年４月１日以降取得し

た建物付属設備並びに構築物については、定額法）を採用しております。 

(２)無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお､耐用年数については､法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、自社所有

のソフトウエアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

３．引当金の計上基準 

(１)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(２)賞与引当金 

従業員の賞与支給に備える為、支給見込み額のうち当事業年度負担額を計上しております。 

(３)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える為、社員退職金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上しています。 

(４)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える為、役員退職慰労金規程に基づく当事業年度末要支給額を計上してい

ます。 

４．収益の計上基準 

当社は、建築現場において資材搬入作業、各種施工、内装傷補修などの役務提供および建築資材の販売を行

っており、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると

見込まれる金額で収益を認識しています。 

また、当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で収益を認識しております。 

５．リース取引の処理方法 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、「リース取引に関する会計基準」を適用しております。

ただし、リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総額が300万円以下のファイ

ナンス・リース取引については、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期的な投資からなっております。 
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（会計方針の変更） 

１．収益認識に関する会計基準等の適用 

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年３月 31 日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を、当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。 

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。 

(１)代理人取引に係る収益認識 

建材販売取引における収益について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりま

したが、当事業年度より、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引のため、顧客

から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。 

 

(２)顧客に支払われる対価に係る収益認識 

資材搬入時に発生した資材の破損および内装の傷に関する弁償代については、顧客に対して支払われた

際の損害賠償額を売上原価として計上しておりましたが、当事業年度より、売上高から控除する方法に変

更しております。 

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。 

この結果、当事業年度の売上高が26,659千円、売上原価が26,659千円それぞれ減少しておりますが、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響はありません。また利益剰余金の当期首残高に与える影響は

ありません。 

 

２．時価の算定に関する会計基準等の適用 

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる当事業年度の財務諸表への影

響はありません。 

また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行う

こととしました。ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」

（令和２年３月６日内閣府令第９号）附則第３条第２項により、経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前

事業年度に係るものについては記載しておりません。 
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（表示方法の変更） 

キャッシュ・フロー計算書 

前事業年度において、独立掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「資産除去債務利

息費用」は金額的重要性が乏しいため、当事業年度においては「資産除去債務の増減（△は減少）」に含めて

表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の

「資産除去債務利息費用」として表示していた18千円は、「資産除去債務の増減（△は減少）」1,048千円とし

て組替えております。 

 

前事業年度において「営業活動のキャッシュ・フロー」の「その他負債の増減額（△は減少）」に含めてい

た「未払金の増減額（△は減少）」、「未払費用の増減額（△は減少）」及び「前受金の増減額（△は減少）」

は、金額的重要性が増したため、当事業年度より独立掲記することとしました。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、「営業活動のキャッシュ・フロー」の「その

他負債の増減額（△は減少）」に表示していた△1,875千円は、「未払金の増減額（△は減少）」6,280千円、

「未払費用の増減額（△は減少）」△1,952千円、「前受金の増減額（△は減少）」△4,392千円として組替え

ております。 

 

（会計上の見積り） 

１．繰延税金資産の回収可能性 

(１)当事業年度の計算書類に計上した金額 

繰延税金資産        21,565千円 

２．会計上の見積りの内容について計算書類利用者の理解に資するその他の情報 

繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積っております。

当社の過去（３年）及び当事業年度において、課税所得は安定的に生じていると判断していること等から、当

社は、「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」における企業の分類を分類２に該当するものとして、

回収が見込まれる繰延税金資産の金額を決定しております。 

当該見積もりは、将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受ける可能性があり、実際に発生した

課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類において、繰延税金資産の金額に重

要な影響を与える可能性があります。 

 

（追加情報） 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により内外の経済動向は極めて不透明な状況であり、経営環境と

しては決して楽観できない状況にありますが、当社におきましては、新型コロナウイルス感染症が当社の経営成

績等に与える影響は限定的であるとの仮定のもとに、会計上の見積もりを行っております。 

 

（貸借対照表関係） 

※ 売掛金及び破産更生債権等のうち、顧客との契約から生じた債権及び契約資産の金額、流動負債の前受金
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のうち、契約負債の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）３．契約資産及び契約負債の残高等」

に記載しております。 

 

（損益計算書関係） 

※１ 顧客との契約から生じる収益 

売上高については、顧客との契約から生じる収益及びそれ以外の収益を区分して記載しておりません。

顧客との契約から生じる収益の金額は、財務諸表「注記事項（収益認識関係）１．顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報」に記載しております。 

 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 2020年７月１日 
至 2021年６月30日) 

 当事業年度 
(自 2021年７月１日 
  至 2022年６月30日) 

 

役員報酬 64,700 千円 68,160 千円 

役員退職慰労引当金繰入 2,804  6,045  

給与手当 169,536  188,893  

賞与 59,304  70,202  

賞与引当金繰入 21,160  23,995  

退職給付費用 2,929  5,674  

貸倒引当金繰入 6,579  △ 2,838  

販売費及び一般管理費のおおよその割合は、販売費50.7％、一般管理費49.3％であります。 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 2020年７月１日 至 2021年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 当事業年度 

期首株式数 

（株） 

当事業年度 

増加株式数 

（株） 

当事業年度 

減少株式数 

（株） 

当事業年度末 

株式数 

（株） 

発行済株式     

普通株式 200 － － 200 

合計 200 － － 200 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

該当事項はありません。 
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（２）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

2021 年９月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 20,000 100,000.00 2022 年６月 30 日 2022 年９月 30 日 

 

当事業年度（自 2021年７月１日 至 2022年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

 当事業年度 

期首株式数 

（株） 

当事業年度 

増加株式数 

（株） 

当事業年度 

減少株式数 

（株） 

当事業年度 

株式数 

（株） 

発行済株式     

普通株式 200 399,800 ― 400,000 

合計 200 399,800 ― 400,000 

 （変更事由の概要） 

  2021年９月30日付で普通株式１株を2,000株に分割したことによるものであります。 

 

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 

４．配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

2021 年９月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 20,000 50.00 2021 年６月 30 日 2021 年９月 30 日 

 

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当事業年度末後となるもの 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 
基準日 効力発生日 

2022 年９月 29 日 

定時株主総会 
普通株式 20,000 50.00 2022 年６月 30 日 2022 年９月 30 日 

 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

現金及び現金同等物の当事業年度末残高と貸借対照表に記載されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。 

 
前事業年度 

 （自  2020年７月１日 
   至  2021年６月30日） 

 
当事業年度 

（自 2021年７月１日 
  至  2022年６月30日） 

 

現金及び預金 924,388 千円 872,442 千円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △283,048  △296,555  

現金及び現金同等物 641,340  575,887  
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（金融商品関係） 

１．金融商品の状況に関する事項 

(１)金融商品に関する取組方針 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については銀行等の金融機関からの借入

により資金調達しております。なお、デリバティブ等の投機的な取引は行っておりません。 

 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。営業債務である買掛金及び未払金は、す

べて 1年以内の支払期日であります。 

 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

営業債権である売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が所定の手続きに従い、債権回収の

状況を定期的にモニタリングし、支払遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っております。特に金額等の

重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回収状況の報告などを行っております。 

② 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

買掛金及び未払金については月次単位で支払予定を把握するとともに、手元流動性の維持などにより流動

性リスクを管理しております。 

 

(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは含まれておりません。（（注２）参照） 

また、現金は注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、未払金、未払費用は短期間で決済されるもので

あるため、時価は帳簿価額と近似していることから、注記を省略しております。 

 

前事業年度（2021 年６月 30 日）  

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）差入保証金 14,237 14,147 △90 

（２）破産更生債権等 4,206 4,206 － 

    貸倒引当金（※） △3,337 △3,337 － 

  869 869 － 

資産計 15,107 15,016 △90 

（※）破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。 
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当事業年度（2022 年６月 30 日）  

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）差入保証金 15,392 15,072 △ 319 

（２）破産更生債権等 54 54 － 

    貸倒引当金（※） △ 27 △ 27 － 

  27 27 － 

資産計 15,419 15,099 △ 319 

（※）破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。 

 

（注１）金融商品の時価の算定方法 

資 産 

（１）差入保証金 

差入保証金の時価については、返済時の見積りを行い、見積期間に対する国債の利回りを基礎とした合理的

な割引率で割り引いた現在価値により算出しております。なお、「貸借対照表計上額」及び「時価」には、差

入保証金の回収が最終的に見込めないと認められる部分の金額（資産除去債務の未償却残高）が含まれており

ます。 

  

（２）破産更生債権等 

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積額を算定しているため、時価は決算日におけ

る貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に近似しており、当該価額をもって時価としておりま

す。  

 

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

  （単位：千円） 

区分 
前事業年度 

（2021 年６月 30 日） 

当事業年度 

（2022 年６月 30 日） 

差入保証金（供託金）（※１） 5,000 5,000 

出資金       （※２） 20 20 

（※１）回収期間を合理的に見積ることができず、時価を把握することが極めて困難であるため、上記表

には含めておりません。 

（※２）市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であるため、上記表には含めておりません。 

 

（注３)金銭債権の決算日後の償還予定額 

前事業年度（2021 年６月 30 日） 

 1 年以内 

（千円） 

1 年超 5年以内 

（千円） 

5 年超 10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

差入保証金 188 1,693 600 11,756 

合計 188 1,693 600 11,756 

（※）破産更生債権等については、償還予定時期を見込むことが困難であるため、上記表には含めておりません。 
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当事業年度（2022 年６月 30 日） 

 1 年以内 

（千円） 

1 年超 5年以内 

（千円） 

5 年超 10 年以内 

（千円） 

10 年超 

（千円） 

差入保証金 1,064 1,134 2,245 10,948 

合計 1,064 1,134 2,245 10,948 

（※）破産更生債権等については、償還予定時期を見込むことが困難であるため、上記表には含めておりません。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに

分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の

算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に

係るインプットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ

属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

(１)時価で貸借対照表に計上している金融商品 

該当事項はありません。 

 

(２) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当事業年度（2022 年６月 30 日） 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

差入保証金 ― 15,072 ― 15,072 

破産更生債権等 ― 27 ― 27 

資産計 ― 15,099 ― 15,099 

 

 (注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

差入保証金 

返済時の見積りを行い、見積期間に対する国債の利回りを基礎とした合理的な割引率で割り引いた現在価値に

より算出しており、その時価をレベル２の時価に分類しております。 
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破産更生債権等 

破産更生債権等については、回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は決算日における

貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額と近似しており、当該価額をもって時価としております。

これらの取引は、レベル２の時価に分類しております。 

 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。また、従業員の退職等に際して、退

職給付の債務の対象とされない割増退職金を支払う場合があります。なお、退職給付債務の計算については簡

便法を採用しております。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 前事業年度 
（自 2020年７月１日 

  至 2021年６月30日） 

 当事業年度 
（自 2021年７月１日 

  至 2022年６月30日） 

 

退職給付債務 15,195 千円 20,380 千円 

退職給付引当金 15,195 千円 20,380 千円 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 前事業年度 
（自 2020年７月１日 

  至 2021年６月30日） 

 当事業年度 
（自 2021年７月１日 

  至 2022年６月30日） 

 

勤務費用 3,383 千円 6,069 千円 

合計 3,383 千円 6,069 千円 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は、簡便法を採用しておりますので、該当事項はありません。 

 

（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
前事業年度 

（2021年６月30日） 
 

当事業年度 

（2022年６月30日） 
 

繰延税金資産     

賞与引当金 10,893 千円 10,976 千円 

役員退職慰労引当金 5,535 千円 7,627 千円 

退職給付引当金 5,256 千円 7,049 千円 

資産除去債務 2,315 千円 2,322 千円 

未払事業所税 1,319 千円 1,293 千円 

その他 3,720 千円 1,006 千円 

繰延税金資産小計 29,040 千円 30,275 千円 

評価制引当額 △7,840 千円 △7,627 千円 

繰延税金資産合計 21,199 千円 22,647 千円 

繰延税金負債     

建物附属設備ほか △928 千円 △1,082 千円 

繰延税金負債合計 △928 千円 △1,082 千円 

繰延税金資産の純額 20,271 千円 21,565 千円 
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

 
前事業年度 

（2021年６月30日） 
 

当事業年度 

（2022年６月30日） 
 

法定実効税率 34.59 ％ 34.59 ％ 

（調整）     

住民税均等割等 0.15 ％ 0.44 ％ 

軽減税率適用 △0.32 ％ △0.81 ％ 

評価性引当金 △1.58 ％ △0.30 ％ 

その他 △0.40 ％ △0.23 ％ 

税効果適用後の法人税等の負担率 32.44 ％ 33.69 ％ 

 

（資産除去債務関係） 

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの 

（１）当該資産除去債務の概要 

本社をはじめとした事務所等の賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

（２）当該資産除去債務の金額の算定方法 

資産除去債務の見積りにあたり、各オフィスの使用見込期間を5年から30年、割引率は△0.105％から0.38％

を採用しております。 

 

（３）当該資産除去債務の総額の増減 

 前事業年度 
（自 2020年７月１日 

  至 2021年６月30日） 

当事業年度 
（自 2021年７月１日 

  至 2022年６月30日） 

期首残高 5,647 6,695 

有形固定資産の取得による増加額 1,028 － 

時の経過による調整額 18 18 

期末残高 6,695 6,713 

 

（収益認識関係） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、以下のとおりであります。 

当事業年度（自 2021 年７月１日 至 2022 年６月 30 日） 

  建築事業（千円） 工事事業（千円） リペア事業（千円） 計（千円） 

役務提供（労務） 1,611,400 289,545 560,936 2,461,882 

建設資材販売 1,779 － － 1,779 

その他収益 1,069 － － 1,069 

外部顧客への売上高 1,614,249 289,545 560,936 2,464,731 
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２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

各事業における役務（労務）の提供サービス及び建設資材の販売は、約束した財又はサービスの支配が顧客

に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

  

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当事業年度

末において存在する顧客との契約から当事業年度の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関

する情報 

契約資産及び契約負債の残高等          （単位：千円） 

 

 

契約資産は、発注者との工事請負契約について当事業年度末時点で一定期間にわたる収益を認識したものの、

未請求のものであります。契約資産は、対価に対する当社の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じ

た債権に振り替えます。当該工事請負に関する対価は、工事請負契約書の支払条件に従い、約定の請求時期に請

求し、支払期日に受領しております。 

契約負債は、主に、一定期間、又は一時点に収益を認識する顧客との工事請負契約等について、顧客から受領

した前受金に関するものであります。契約負債は、履行義務を充足し、財又はサービスに対する支配が顧客に移

転した時に収益に振り替えております。 

当事業年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、2,141 千円であります。 

 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

(１) 報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資

源の配分の決定及び業績を評価するため、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 

(２) 報告セグメントに属するサービスの種類 

１．報告セグメントごとのサービス内容 

「建築事業」は、主に建築現場での資材搬入･搬出を行っております。 

「工事事業」は、主にソーラーパネル設置、鉄骨建方、ホームドア設置等、各種施工を行っております。 

「リペア事業」は、主に戸建住宅や集合住宅の内装傷補修を行っております。 

  当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 287,980 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 298,231 

契約資産（期首残高） 120,714 

契約資産（期末残高） 165,063 

契約負債（期首残高） 2,185 

契約負債（期末残高） 2,215 
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２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であ

ります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前事業年度（自 2020 年７月１日 至 2021 年６月 30 日） 

（単位：千円） 

 報告セグメント 
合計 

調整額 

(注)１ 

財務諸表 

計上額 

(注)２ 
 建築事業 工事事業 リペア事業 

売上高       

 外部顧客への売上高 1,651,049 328,044 561,657 2,540,751 － 2,540,751 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 1,651,049 328,044 561,657 2,540,751 － 2,540,751 

セグメント利益又は損失（△） 281,399 41,245 84,710 407,354 △216,208 191,146 

その他の項目       

 減価償却費 201 473 17 692 967 1,660 

（注）１．調整額は、次のとおりです。 

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△216,208 千円は、各報告セグメントに配分出来ない全社費

用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2)減価償却費の調整額 967 千円は、各報告セグメントに配分していない減価償却費であります。 

    ２．セグメント利益又は損失（△）は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   ３．資産･負債は、各報告セグメントに配分していないため記載しておりません。 
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当事業年度（自 2021 年７月１日 至 2022 年６月 30 日） 

（単位：千円） 

 
報告セグメント 

合計 
調整額 

(注)１ 

財務諸表 

計上額 

(注)２ 
 

建築事業 工事事業 リペア事業 

売上高 
      

 外部顧客への売上高 1,614,249 289,545 560,936 2,464,731 － 2,464,731 

セグメント間の 

内部売上高又は振替高 
－ － － － － － 

計 1,614,249 289,545 560,936 2,464,731 － 2,464,731 

セグメント利益又は損失（△） 248,658 44,192 59,249 352,100 △ 282,579 69,521 

その他の項目       

 減価償却費 283 1,642 16 1,943 1,365 3,308 

（注）１．調整額は、次のとおりです。 

(1) セグメント利益又は損失（△）の調整額△282,579 千円は、各報告セグメントに配分出来ない全社費

用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

(2)減価償却費の調整額 1,365 千円は、各報告セグメントに配分していない減価償却費であります。 

    ２．セグメント利益又は損失（△）は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

   ３．資産･負債は、各報告セグメントに配分していないため記載しておりません。 

 

【関連情報】 

前事業年度（自 2020年７月１日 至 2021年６月30日) 

１. サービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２. 地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

（株）長谷工ナヴィエ 368,465 建築事業、リペア事業 
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当事業年度（自 2021年７月１日 至 2022年６月30日) 

１. サービスごとの情報 

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

 

２. 地域ごとの情報 

（１）売上高 

本邦以外の外部顧客への売上高がないため該当事項はありません。 

（２）有形固定資産 

本邦以外に所在している有形固定資産がないため該当事項はありません。 

 

３. 主要な顧客ごとの情報 

（単位：千円） 

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名 

（株）長谷工ナヴィエ 410,594 建築事業、リペア事業 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

前事業年度(自 2020年7月1日 至 2021年6月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2021年7月1日 至 2022年6月30日) 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

前事業年度(自 2020年7月1日 至 2021年6月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2021年7月1日 至 2022年6月30日) 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

前事業年度(自 2020年7月1日 至 2021年6月30日) 

 該当事項はありません。 

 

当事業年度(自 2021年7月1日 至 2022年6月30日) 

 該当事項はありません。 
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【関連当事者情報】 

１. 関連当事者との取引 

財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る）等 

前事業年度(自 2020年7月1日 至 2021年6月30日) 

 該当事項はありません。 

当事業年度(自 2021年7月1日 至 2022年6月30日) 

 該当事項はありません。 

 

２. 親会社又は重要な関連会社に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たり純資産額は、以下のとおりであります。 

 
前事業年度 

(自 2020年７月１日 
至  2021年６月30日) 

当事業年度 
(自 2021年７月１日 
至  2022年６月30日) 

１株当たり純資産額 2,720.34円 2,804.05円 

１株当たり当期純利益金額 351.51円 133.71円 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりませ

ん。 

２．当社は、2021年９月14日付で普通株式１株につき、2,000株の割合で株式分割を行っております。前事

業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金

額を算定しております。 

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

(自  2020年７月１日 
 至  2021年６月30日) 

当事業年度 
(自  2021年７月１日 
至  2022年６月30日) 

１株当たり当期純利益   

当期純利益金額 (千円) 140,605 53,484 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － 

普通株式に係る当期純利益(千円) 140,605 53,484 

普通株式の期中平均株式数(株) 400,000 400,000 
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４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

(2021年６月30日) 
当事業年度 

(2022年６月30日) 

純資産の部の合計額(千円) 1,088,135 1,121,619 

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) － － 

(うち新株予約権) － － 

(うち少数株主持分) － － 

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 1,088,135 1,121,619 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式 
の数(株) 

400,000 400,000 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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【附属明細表】 

【有価証券明細表書】 

該当事項はありません。 

 

【有形固定資産等明細表】 

（単位：千円） 

資産の種類 期首残高 
当期 

増加額 

当期 

減少額 

期末 

残高 

期末減価

償却累計

額又は償

却累計額 

当期 

償却額 

差引期末 

帳簿価額 

建物 7,234 － － 7,234 5,048 388 2,186 

機械及び装置 314 － － 314 314 － 0 

車両運搬具 11,450 970 571 11,848 11,158 2,070 690 

工具、器具及び備品 4,777 984 － 5,761 4,582 567 1,178 

有形固定資産計 23,776 1,954 571 25,159 21,104 3,026 4,054 

ソフトウエア 1,147 797 － 1,944 339 282 1,604 

無形固定資産計 1,147 797 － 1,944 339 282 1,604 

（注）当期増加額の主な内訳 

車両運搬具   工事事業車両の購入 970 千円 

工具器具備品   本社ネットワーク用サーバーの購入 984 千円 

ソフトウエア   ワークフローシステムの導入 797 千円 

当期減少額の主な内訳 

車両運搬具    工事事業部車両の売却 571 千円 

 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

該当事項はありません。 

 

【引当金明細表】 

（単位：千円） 

区分 期首残高 当期増加額 
当期減少 

（目的使用） 

当期減少 

（その他） 
期末残高 

貸倒引当金 11,804 8,853 112 11,691 8,853 

賞与引当金 31,492 31,734 31,492 － 31,734 

退職給付引当金 15,195 6,069 884 － 20,380 

役員退職慰労引当金 16,004 6,045 － － 22,050 

（注）貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、洗替えによるものであります。 
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【資産除去債務明細表】 

当事業年度期首及び当事業年度末における資産除去債務の金額が、当事業年度期首及び当事業年度末におけ

る負債及び純資産の合計額の100 分の１以下であるため、記載を省略しております。 

 

（２）【主な資産及び負債の内容】 

１．流動資産 

イ. 現金及び預金 

 

区分 金額(千円) 

現金 193 

預金  

普通預金 575,694 

定期預金 296,555 

計 872,249 

合    計 872,442 

 

ロ. 売掛金 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

(株)長谷工ナヴィエ 154,692 

清水建設(株) 52,857 

三井住友建設(株) 31,670 

大和ハウス工業(株) 25,091 

鹿島建設(株) 21,623 

その他 177,305 

合計 463,240 

 

売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 

当期首残高(千円) 
 

(Ａ) 

当期発生高(千円) 
 

(Ｂ) 

当期回収高(千円) 
 

(Ｃ) 

当期末残高(千円) 
 

(Ｄ) 

回収率(％) 
 

(Ｃ) 
×100 

(Ａ)＋(Ｂ) 
 

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 

2 
(Ｂ) 
365 

 

404,489 2,739,295 2,680,543  463,240 85.3 57.8 

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 
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ハ. 貯蔵品 

 

区分 金額(千円) 

貯蔵品（現場用備品）    2,749 

その他   192 

合計 2,942 

 

２．流動負債 

イ. 買掛金 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

アシストワーク㈱ 2,085 

㈱サンライフステージ 1,498 

共和商事㈱ 850 

㈱いとう 831 

その他 6,468 

合計 11,735 

 

ロ. 未払金 

相手先別内訳 

 

相手先 金額(千円) 

未払給与等 139,458 

未払社会保険料 25,491 

ディップ㈱ 3,786 

圏友協同組合 2,458 

その他 9,127 

合計 180,321 

 

（３）【その他】 

  該当事項はありません。  
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第７【外国為替相場の推移】 
  該当事項はありません。 

 

第８【発行者の株式事務の概要】 
 

事業年度 毎年7月1日から翌年6月30日まで 

定時株主総会 毎事業年度末日の翌日から3か月以内 

基準日 毎年6月30日 

株券の種類 ― 

剰余金の配当の基準日 
毎年6月30日 

毎年12月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

  取扱場所 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

   株式会社アイ・ア－ル ジャパン 

株主名簿管理人 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

 株式会社アイ・ア－ル ジャパン 

  取次所 ― 

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 該当事項はありません。 

単元未満株式の買取り  

  取扱場所 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

 株式会社アイ・ア－ル ジャパン 

  株主名簿管理人 東京都千代田区霞が関三丁目２番５号 

 株式会社アイ・ア－ル ジャパン 

  取次所 ― 

  買取手数料 無料 

公告掲載方法 

当社の公告方法は、電子公告としております。 

ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができないときは、

日本経済新聞社に掲載して行うこととしております。 

当社の公告掲載ＵＲＬは次のとおりです。 

http://www.kkhands.co.jp/ir.html  

株主に対する特典 なし 

（注）当会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない

旨を定款に定めております。 

    （１）会社法第189条第2項各号に掲げる権利 

    （２）会社法第166条第1項にの規定による請求をする権利 

（３）株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 
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第二部 【特別情報】 

第１ 【外部専門家の同意】 
該当事項はありません。 

 

 

第三部【当該有価証券以外の有価証券に関する事項】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 
 

 

2022年９月28日 

株式会社ハンズ 

取締役会 御中 

 

有限責任大有監査法人 

東京都千代田区 
 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士 鴨田  真一郎 

 

指定有限責任社員 
業 務 執 行 社 員 

 公認会計士 越智 多佳子 

 

監査意見 

当監査法人は、株式会社東京証券取引所の特定上場有価証券に関する有価証券上場規程の特例第128条

第３項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハンズの2021年

７月１日から2022年６月30日までの第32期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して、株式会社ハンズの2022年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 

監査意見の根拠 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されてい

る。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、発行者情報に含まれる情報のうち、財務諸表及びその監査報告書以外の情

報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役の責任

は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。 

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
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法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。 

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、

その他の記載内容と財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか

どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候が

あるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する経営者並びに監査役の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務

諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含

まれる。 

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい

て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。 

監査役の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること

にある。 

 

財務諸表監査における監査人の責任 

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による

重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性が

あり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる

場合に、重要性があると判断される。 

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。 

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら

に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査

人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連

する内部統制を検討する。 

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手し

た監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重



― 61 ― 

要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認め

られる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対して除外事項付意見を表明

することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいて

いるが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。 

・財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、

並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。 

監査人は、監査役に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事

項について報告を行う。 

監査人は、監査役に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した

こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は

軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。 

 
 
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上 

 

 

 

 

 


